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A Study of Methods that Allow People with Learning Difficulties choose
“Where I live” and “Who I live with”: A Case Study of a Social Welfare
Corporation Nankou Airinkai’s Activities and Service Users Convenience
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Abstract
The purpose of this study was to An Case Study of a Social Welfare Corporation Nankou Airinkai’s
Activities and Service Users Convenience to made clear how to be able to choose “Where I live” “Who I
live with” by Service Users of People with learning disabilities themselves. As the Result, Corporation
Nankou Airinkai had originality housing service type, and had marriage promotion office which encourage
service users to make pair of lovers and support marriage couple etc. ,and many of service users hoped to
live with marriage couple and boyfriend or girl friend.
In conclusion, Japanese service system of being able to choose “where I live” “who I live with” be
service users had to provide various a types of homes and had to provide service user to take a chance to
found like a boyfriend and a girlfriend refer to corporation Nankou Airinkai. And Japanese service had to
introduce to Supported Living and Personal Assistance.
Key Word: People with learning difficulties where they live and who they live with, Social Welfare
Corporation Nankou Airinkai
 研究の意義と目的
周知のとおり、２００８年に、「障がいのある人の権利条約」が発効されたわけであるが、当該条
約は、その目的は、障害者の権利及び尊厳を保護し及び促進すること等である。
この条約は、５０条で構成されており、障がい者の尊厳、自律及び自立の尊重、無差別、社会
への完全かつ効果的な参加及び包容等を一般原則とし、障がいに基づくいかなる差別もなしに、
すべての障がい者のあらゆる人権及び基本的自由を完全に実現することを確保し、及び促進する
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ための措置を締約国がとること等を定めている。また、この条約の効果的な実施を確保するた
めに、締約国が国内における実施を監視するための枠組みを維持し、強化し、指定し、又は設置
すること、締約国が選出する委員から構成される障がい者の権利に関する委員会を設置するこ
と等について定めている（障害者白書 平成２６年版）。我が国でも２００７年に署名をしてから約７
年の月日をかけて法の整備を行い、２０１４年、漸く条約を締結した。
さて、ここで上記のに注目してみることとする。ここでいわれる包摂（ソーシャルインクルー
ジョン）に該当するする条文は、第１９条であるが、条文には、のうちの内容を確認すると、
「障害のある人が、他の者との平等を基礎として、居住地及びどこで誰と生活するかを選択す
る機会を有すること、並びに特定の生活様式で生活するよう義務づけられないこと」と規定され
ている。ここでは、条約の解釈を巡って、わが国では相当の議論がなされ「特定の生活様式で生
活するよう義務づけられないこと」は、当事者関係者からは、入所施設利用の強制を強いられな
いことなどと解釈する意見が出た。そのことも大切な我が国の検討課題であるが、本論ではさら
に「どこで、誰と生活するかを選択する機会を有すること」に焦点を当てていくこととする。
さて、わが国では、「どこで誰と生活するか」については、「障害者基本法」「障害者総合支援
法」で謳われている。しかしながら、その選択肢は非常に限定的であり、「障害者総合支援法」
に位置づけられているのは、住宅サービスとしては、成人に限ってみると、施設に入所する人に
夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行う「障害者支援施設での夜間ケア」（施設入所支
援）及び夜間や休日、共同生活を行う施設で、相談や日常生活の援助を行う「共同生活援助」す
なわちグループホーム（以下、GHとする）以外の選択メニューがない状況であり、「誰と生活
するか」については、そのことを支援するサービスメニューすらないのが現状である。
そのような中、社会福祉法人南高愛隣会（以下、南高愛隣会とする）では、主として知的障が
い者を対象に、「ふつうの場所で、愛する人との暮らしを」をテーマに、先駆的に脱施設化を図
りながら、さまざまな暮らしの場のメニューや、暮らしたい人を支援する事業を行っている。
そこで、本論文では、主として知的障がい者を対象に、南高愛隣会が展開している「どこで誰
と生活するか」について、その実現を図るための取り組みを整理していくとともに、当該利用者
に実施している意向調査を基に、「どこで誰と暮らしたいか」その希望の抽出を図るとともに、
現在の「生活形態」と「生活の満足度」との関連性について、検討していくことを目的とする。
 研究対象及び研究方法
調査方法については、本論文の目的が２つあるため、以下の２点で行った。
１．南高愛隣会の取り組み
田島（１９９９）や平井（２０１６）、松永（２００７）の著書や文献、及び、パンフレット、HPを参考に、
とりわけどこで住むかの選択肢としての「生活形態」、あるいは「誰と住むか」の選択肢の一つ
横山・松永・知的障がい者の「どこで誰と生活するか」に関する一研究
：社会福祉法人南高愛隣会における先駆的取り組みと利用者の意向調査を例として
―１５８―
である「結婚生活」「同棲生活」を支援する結婚推進室「ぶーけ」などに焦点を当てて、整理を
行った。
２．利用者意向調査
調査方法については、知的障がい者の福祉サービスを１９７０年代後半から実施してきた南高愛隣
会の利用者を対象に、質問紙に基づく面接調査を実施した。調査期間は、２０１５年６月～８月の間
で実施した。
調査方法については、生活支援系のサービスを利用している利用者に関しては、調査票Ａを、
一般就労の利用者、及び、就労継続支援事業を利用している利用者に関しては、調査票Ｂを作成
し、調査を実施。調査に当たっては、障害が比較的重度の利用者に対しては、絵カードを作成し、
面接調査を実施した。また、比較的軽度の利用者に対しては、自計式の調査を行いつつ、調査を
実施した。調査を実施する際には、できるだけ、利用者の意見が言いやすい環境に心掛けて、第
三者であるＡ県にある福祉系大学（３大学）の学生によって行われた。回答数は、４１０票であっ
た。
分析方法を行うに当たっては、記入漏れがある調査票を含む、４１０票すべてを分析対象とし、
設問３２項目（基本的属性を除く）のうち、「どこで誰と生活したいか」に関連する項目である「ど
こで誰と生活したいか」「年を取ったらどこで誰と生活したいか」「現在の生活の満足度」の項目、
及び、基本的属性と質問項目の分布状況を明らかにした。また、「現在の生活の満足度」と「現
在の生活形態」について、その関連性を明らかにするために、クロス表に基づくχ２検定を行い、
実証的検討を行った。
３．倫理的配慮
倫理的配慮について、今回の調査を行うに当たっては、被調査者に対して調査の目的を説明し
た後、個人が特定化されないことを口頭と依頼文を使って説明し、了承を得た人のみ調査を実施
した。また、法人理事長に許可の依頼をし、「社会福祉法人南高愛隣会」の名称を公にすること
の了承を得た。
 結 果
１．南高愛隣会の取り組み
南高愛隣会は、１９７８年に「雲仙愛燐牧場 コロニー雲仙」として、１２名の知的障がい者の入所
施設からスタートし、知的障害者授産施設（入所施設）が開設、その後、知的障害者更生施設（入
所）ができる。利用者の生活は主として施設での生活であったが、設立当初、「ふつうの場所で、
ふつうの暮らしを」というテーマが掲げられており、施設を利用者が無期限に利用するのではな
く、一過性の利用にとどめ、地域で働きながら暮らすことができるための専門的援助を目標とし
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Table１ 生活形態のタイプ
名 称 形 態 備 考
単身生活
アパートなどでの単身生活
子育て家庭の生活
夫婦での生活
パートナーとの生活
同性 GH 生活支援員等による服薬確認の支援
宿直型 GH
生活支援員等による服薬確認や、出勤するための朝支援（以下、朝
支援）。生活支援員は宿直しない
障害認定
区分５の
利用者が
基本
夜勤型 GH
生活支援員等による朝支援及び夕ご飯の準備・入浴介助・就寝にか
かる支援。支援者は、おむつ交換などのため、基本的に夜間も支援
を行う
朝夜支援型 GH
生活支援員が、朝と夜のご飯づくりの時間帯にのみ入り、できない
ところの支援を行う
てきた。
開設から数年後には、「自立訓練棟」という名称で、施設敷地内ではあったが、４～５名が共
同で生活する４つの小さな家ができ、その後も、できるだけ普通の生活に近い自立訓練棟や、生
活ホームという名称で、ホームが作られている。１９８９年に GHが事業化されてからは、さらに GH
が拡大、それに伴い、脱施設化も早い段階から進められており、２００７年３月には、１８名の利用者
全てが施設からの地域移行が決定し、２０１６年４月１日現在、４２４人の利用者が、さまざまな生活
形態で施設ではなく、小規模の住宅で生活している（田島１９９９松永２０００）。現在の生活形態のタ
イプを見てみると、大きく言って８つに分かれている（Table１を参照）。利用者個々人の希望や
ニーズ（障がいの程度など）に沿って、生活する場所を提供しているが、特筆すべき点は、結婚生
活や、結婚していないパートナーとの生活というサービスメニューを持っているという点である。
また、本論文の目的に関連する事業について見ると、「結婚相談室ぶーけ（以下、ぶーけ）」が
２００３年から発足している。制度にはない「恋愛に関する支援」は、以前から行われていた。２０１６
Table２ ぶーけのサポート
サポートの柱 内 容
 出会い・恋愛活
のサポート
「彼氏・彼女が欲しい」「好きな人がいたらどうしたらいいの」などの声にこた
えて、イベントを計画し出会いの場を提供したり相談を行う
 夫 婦・パ ー ト
ナー生活の応援
夫婦・パートナーを対象に、悩みに対し、一緒に考えていきながら「愛する人
との生活」をいつまでも過ごせるよう支援していく
 子育てサポート
子育て中の父母の相談に応じたり、支援担当者へ成長に応じた支援の助言をし
たりする。必要な社会資源の活用や関係機関とのネットワークづくりも行う
 自分磨き・スキ
ルアップ
付き合い中のカップル・夫婦・パートナー生活、子育て中の人が、仲間同士で
楽しみながら「モテ続ける」ためのテクニックを学ぶ
出典 平井威（２０１６）『ぶーけを手わたす：知的障碍者の恋愛・結婚・子育て』、学術出版 pp．３９‐４３を参照に筆者が作成。
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年現在の登録者は、約２００名であり、登録者同士の出会いのチャンスを作り、考察が始まった後
も交際のフォローアップや、愛する人との暮らしづくりを応援している。子育てや家庭生活に至っ
ても、豊かな暮らしが続くようサポートも行われている。詳細な支援内容は、出会い・恋愛活
のサポート、夫婦・パートナー生活の応援、子育てサポート、子育てサポート Table２を
参照のこと。これは、「誰と生活するか」という利用者の希望を叶えるための事業であるといえ
る（平井２０１６）。
２．利用者意向調査
１）調査対象者の基本属性
調査対象者の基本的属性は、Table３に示すとおりである。性別は、男性が７割を占める結果
となった。年代については、調査対象者の約８割が、２０歳代から４０歳代に存在する結果となった。
今回のテーマである利用者の高齢化に関
しては、１０年後、２０年先を見据えた支援
の必要性が確認できたといえる。
GHの利用年数を見ると、「１０年～２０
年」の間が最も多く、全体の約４割を占
める結果となった。また、日中の支援形
態については、一般就労が３５％と最も多
い結果となった。これは南高愛隣会の大
きな特徴のひとつと言っていいと考えら
れ、これまで取り組んできた成果が見え
る結果となっている。今回のテーマ「誰
とどこで暮らすか」について、生活形態
を見ていくこととしよう。はじめにでも
述べた通り、ここにも当該法人の特徴が
見える。すなわち、GHなど、同性の人
との生活が約５割を占めるのであるが、
約１割が、パートナーや、夫婦での生活
をしていることが、わかる。このことは、
いち早く、脱施設化を進めてきた結果を
意味するといえる。
Table３ 調査対象者の基本属性（ｎ＝４１０）
項目 カテゴリー 度数 ％
性別 女性 １２０ ２９．３
男性 ２９０ ７０．７
年代 ２０歳代 ９８ ２３．９
３０歳代 １０１ ２４．６
４０歳代 １１９ ２９．０
５０歳代 ６９ １６．８
６０歳代 １８ ４．４
７０歳代 ４ １．０
８０歳代 １ ０．７
GH利用年数 ～５年 ９７ ２３．７
５～１０年 １１９ ２９．０
１０～２０年 １５６ ３８．０
２０～３０年 ３７ ９．０
未記入 １ ０．２
日中の活動形態 一般就労 １４５ ３５．４
就労継続支援Ａ型 ９５ ２３．２
就労継続支援Ｂ型 ９５ ２３．２
就労移行 ５ １．２
自立訓練 １ ０．２
生活介護 ６６ １６．１
その他 ３ ０．７
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楽しい
いろいろできるようになった・成長できた
親しい友だちができた
職場・活動場所から近くなった
ホームの人と気が合う
実家に近くなった
費用が安くなった
便利がよくなった（お店やバス停、駅等が近い）
近所の人たちと仲良くなれた
部屋が気に入っている
家族の近くで生活できるようになった
役割が減った
その他
なし
147
40
53
28
82
19
21
131
38
108
14
5
69
24
とても良い，
189人，49%まあまあ良い，148人，39%
あまり良くない，
26人，7%
まったく良くない，
7人，2%
わからない，
11人，3% 
同性生活,
222人，54.1%
単身生活,
52人，12.7%
宿直型GH,
50人，12.2%
朝夜支援型GH,
26人，6.3%
夫婦での生活,
20人，4.9%
夜勤型GH,
17人，4.1% 夫婦での子育て生活
11人，2.7%
パートナーとの生活,
12人，2.9%
２）「今住んでいるところ」の満足度について
次に住んでいるところの満足度について尋ねると、「とても良い」「まあまあ良い」と答えた群
を「満足群」とした場合、約９割の利用者が満足群に該当する結果となった（Fig．２参照のこと）。
前回の調査でも８割を超えており、生活の満足度が高いことが明らかとなった。
さらに、生活に対する満足度について、良かった理由について、複数回答法によって、求めた
ところで、Fig．３に示す通り、「楽しい」と答えた人が１４７人と最も多い結果となった。次いで「便
利が良くなった」と回答した人が４１０人中、１３１人となり、生活環境や利便性など、物理的な面で
Fig．１ 生活形態（ｎ＝４１０）
Fig．２ 生活の満足度（ｎ＝４１０）
Fig．３ 良かった理由（ｎ＝４１０）
横山・松永・知的障がい者の「どこで誰と生活するか」に関する一研究
：社会福祉法人南高愛隣会における先駆的取り組みと利用者の意向調査を例として
―１６２―
親･兄弟との生活
ひとりでの生活
友だちとのふたり生活
友だちグループでの共同生活
恋人とのパートナー生活
結婚生活（二人生活）
結婚生活（子育て）
その他
なし
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楽しくない
してはいけないことをしなくなった
友達と離れた
職場・活動場所から遠くなった
ホームの人たちと仲良くなれない
実家が遠くなった
費用が高い
場所が不便（お店やバス停、駅等が遠い）
近所の人とうまくいかない
部屋が気に入らない（狭い、広い）
家族の近くで生活したい
役割が増えた
その他
なし
Fig．４ 良くない理由（ｎ＝４１０）
の生活しやすさが満足度と関係していることがわかった。また、「部屋が気に入っている」と１０８
人が回答しており、自分の部屋についても、満足していることが伺える結果となった。このこと
から、生活する場所、つまり「どこで生活するか」は生活において重要な要素なっていることが
明らかとなった。
また、「生活で良くない理由」について複数回答で尋ねたところ、Fig．４に示す通り、４１０人中
５８人が「なし」と回答しているが、良くない理由としては「ホームの人と仲良くなれない」が４４
人、次いで「友達と離れた」が４１人と比較的多かった。このことから、地域生活において「誰と
生活するか」ということが、生活に対する満足度に影響していることがいえ、「誰と生活するか」
については何らかの不満やストレスを感じていることが読み取れる。また、「場所が不便（お店
やバス停、駅などが近い）」と回答している人数が３８人おり、ここでも物理的環境や場所といっ
た条件が生活の満足度と関係しているということがわかった。
３）将来誰と暮らしたいか
将来、どこでどのような生活をしたいかについて尋ねたところ、Fig．５を参照すると「恋人と
のパートナー生活」、「結婚生活」「一人での生活」「結婚生活（子育て）」の順で高く、好きな人
Fig．５ 将来誰と暮らしたいか（ｎ＝３８８）
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家族との生活，
63人，14%
ひとりでの生活，
36人，8%
友だち・グループでの
共同生活，
58人，13%
恋人とのパートナー生活，
57人，12%
老人ホーム，
57人，12%
その他，
62人，14%
結婚生活
（2人生活）
123人，27%
Fig．６ おじいさん・おばあさんになった時どこで生活を希望するか（ｎ＝４１０）
との生活をしたいという要望が高いことが明らかとなった。
４）高齢者になった時「どこで誰と生活するか」
Fig．６に示す通り、将来高齢者になった時どこで生活するか、という質問については、「結婚
生活（２人生活）」１２３人、「恋人とのパートナー生活」５７人となっており、将来的な希望に比べ
て少なくはなっているものの、約１０人に４人が、結婚やパートナー生活を望んでいることがわかっ
た。また「友だち・グループでの共同生活」と５８人が回答しているが、現在の生活形態において
は GHが圧倒的に多い中で、将来の希望として GHでの生活を望んでいる割合は約１割と低く、
これは現在の生活と将来の生活、理想と現実との間にギャップが生じていることを意味している
と捉えることができる。このことから、利用者の希望を実現するためには、できるだけ異性との
生活を実現することが一つの課題であるといえよう。
３．生活満足度との関連分析
生活形態と現在の生活の満足度との関連性
次に、生活形態と現在の生活の満足度との関連性を検討するため、クロス集計表に基づくχ２
検定を行った。その結果、統計的に有意差がなかった。生活の満足度自体が高く、分散していな
いことが背景として考えられる。Table４のクロス表を見ると、「夫婦生活」「パートナー生活」
が「非常に高く」の該当者が他の項目と比較して高く、「どちらかと言えば不満」「全く不満」に
ついていないことが分かる。傾向として、夫婦やパートナーの生活が高い傾向が伺える。しかし
ながら「子育て生活」をしながらの結婚生活は、「非常に満足している」の該当者が、GHなど、
他の項目と変わらず、「全く満足できない」に１名が存在している。１１名とその数が少ないため、
一般化することはできないが、子育ての大変さが多少なりともあると推測する。
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 考 察
本研究では、知的障がい者が「どこで誰と生活するか」に焦点をあてて、南高愛隣会のサービ
ス利用者を対象に質問紙に基づく面接調査を実施し、現在の生活の満足度や将来の希望を把握し
ながら、課題について検討していくことを目的としたわけであるが、その結果、次のことが明ら
かとなった。
１．南高愛隣会の取り組みについて
今回調査を行った南高愛隣会の実践からわかったことは、以下の２点である。
１）「どこで生活するか」の生活形態メニューが豊富にある
南高愛隣会において、現在支援されている生活形態のメニューは、「単身生活」、「子育て家庭
の生活」、「夫婦での生活」、「パートナーとの生活」、「同性 GH」、「宿直型 GH」、「夜勤型 GH」、
「朝夜支援型 GH」と、豊富にあることがわかった。アパートなどでの単身生活を支援している
という実践や、同じ GHでの共同生活といっても、それぞれに障害の程度や個性も異なるため、
一様ではないニーズに対応するための生活形態メニューが複数あり、これは本人が「どこで生活
するか」という利用者の権利を保障するための選択肢を増やしているということになろう。
しかし、宿直型 GH、夜勤型 GH、朝夜支援型 GHの利用は、ケアの必要度で選択肢が限られ
Table４ 生活形態と現在の生活の満足度とのクロス表
非常に満足 ある程度満足
あまり満足
でない
全く満足
していない
合 計
単身生活
２３人
４７．９％
１９人
３９．６％
４人
８．３％
２人
４．２％
４８人
１００．０％
子育て生活
６人
５４．５％
４人
３６．４％
１人
９．１％
１１人
１００．０％
夫婦生活
１４人
７０．０％
６人
３０．０％
２０人
１００．０％
パートナー生活
１０人
８３．３％
２人
１６．７％
１２人
１００．０％
同性 GH ９５人
４５．２％
９４人
４４．８％
１８人
８．６％
３人
１．４％
２１０人
１００．０％
宿直型 GH ２０人
４８．８％
１８人
４３．９％
２人
４．９％
１人
２．４％
４１人
１００．０％
夜勤型 GH ６人
５４．５％
３人
２７．３％
２人
１８．２％
１１人
１００．０％
朝夜支援型 GH １６人
６９．６％
５人
２１．７％
２人
８．７％
２３人
１００．０％
合 計
１９０人
５０．５％
１５１人
４０．２％
２８人
７．４％
７人
１．９％
３９６人
１００．０％
純 心 人 文 研 究 第２３号 ２０１７
―１６５―
ており、それは、特に重度の障がい者である。利用要件が問われるという点においては、Kinsella
P.（１９９３ａ）が指摘している通り、「住む場所とケアを分けること」は、「どこで生活するか」と
いう選択肢を狭めてしまうという、サービスの限界が生じていることを指摘しておきたい。
２）「誰と生活するか」において、機会の提供を積極的に行っている
南高愛隣会においては、「ぶ～け」の実践活動からわかるように、結婚生活を支援するための
事業が展開され、それを積極的に支援しているということである。実際に本人が「誰と生活する
か」を選択する時に、異性との生活を望んでいる人が多くいることがわかり、将来結婚生活を望
む場合、パートナーと出会う場があること、その機会が提供されていることは方策のひとつとし
て充分に有効であり、知的障がいをもつ人たちへの機会を保障する実践に取り組んでいると評価
できるであろう。
２．調査結果から明らかとなったこと
１）南高愛隣会ではGHでの共同生活が主流である
調査において、調査対象者が「今住んでいるところ」、いわゆる生活形態については、同性生
活、すなわち GHなどで生活を送っている利用者が５割以上、約半数以上であり、南高愛隣会に
おいては現在 GHでの生活が主流であることが明らかとなった。
自由記述を確認すると、例えば「自分だけの部屋があって、テレビも、お風呂も、施設とは全
然ちがった」、「買い物は自分で選んで自由になった」、「街に出る時も好きな時間に出かけ、好き
な時間に帰ることができる」など、選択の機会や生活の自由を保障しながら住まいの場の確保や
地域における安心した暮らしを支える資源として、GHは現状として重要な意味を持ち、何らか
のかたちで地域生活をしている人たちが今後もその生活を維持していくためにも GHの果たす役
割は大きいことがうかがえる。
２）「どこで誰と生活するか」は生活に対する満足度に影響している
調査結果をみると、南高愛隣会においては結婚やパートナー生活をしている人が一定数存在し、
生活形態と現在の生活の満足度との関連分析から、実証的に明らかにはできなかったが、「夫婦
生活」「パートナー生活」をしている人の満足度が「非常に高い」傾向が確認された。
また、調査対象全体の「生活に対する満足度」自体は９割の利用者が満足しているという結果
となったが、具体的に良かった理由、良くなかった理由で挙がった項目から見ると、地域におい
ても便利な場所、本人が気に入った空間や場所で生活できているか否か、つまり「どこで生活す
るか」という条件が生活の満足度に大きく関係していること、また、共同で生活する人たちや友
人との人間関係をどのように構築し、「誰と生活するか」が重要な要素となっている傾向がわか
り、「どこで誰と生活するか」は、サービスを利用しながら地域で生活している知的障がい者の
生活に対する満足度に関わっていることがわかった。
３）将来は結婚やパートナー生活を望んでおり、１０～２０年後を見据えたサポートが必要である
将来、どこでどのような生活をしたいか尋ねたところ、「恋人とのパートナー生活」、「結婚生
横山・松永・知的障がい者の「どこで誰と生活するか」に関する一研究
：社会福祉法人南高愛隣会における先駆的取り組みと利用者の意向調査を例として
―１６６―
活」「一人での生活」「結婚生活（子育て）」の順で高く、好きな人との生活をしたいという要望
が一定数存在することが明らかとなり、パートナーとの生活を考えている人がとても多いという
ことが明らかとなった。過去の調査では、「親・兄弟との生活」が上位３位に該当していたが、
今回は入っておらず、これは調査対象者が拡大したことも影響されるかと考えられるが、今後は
異性との生活、親から自立した生活を希望する傾向にあるのかもしれない。また、調査対象の年
齢分布からは、３０歳代～４０歳代を中心に構成されていることがわかり、歳をとってもパートナー
との生活を希望している人が少なくないことから、１０～２０年後を見据えたサポートが必要となっ
てくることが示唆された。
３．今後の展望
１）GHの今後のあり方
施設の延長や施設を小規模にしたものではなく、また、親元でもない、施設でもない、知的障
がい者の暮らしの場である GHは、現状としては期待が大きいことがわかったが、一方で GHに
代わるホームとして１９９０年代初期に「どこで誰と生活するか選択する機会」を提供するサービス
として Supported Living（以下、SLとする）がイギリスやアメリカで展開されてきており、Kinsella
P.（１９９３ａ）は「GHの時代はもう終わった」と述べている。調査結果において、将来高齢者になっ
た時どこで生活するか、という質問に対する結果から、仲間との共同生活は、現状としてそのよ
うな生活形態をとっていても、実際に将来に臨む生活の場として考えた時には比較的、利用者に
は望まれていない傾向があるということも、このような点では特筆すべきであろう。障害者総合
支援法において、「どこで、誰と暮らすか」について、利用者の希望に添った支援を行うことが
謳われているが、GHやケアホームで仲間と過ごすことだけが、選択肢となっているのであれば、
その問題は、SLの理念でも指摘されていることである。障害の程度や共通のニーズを抱える利
用者が一様に GHで生活するというパターンのみではなく、障がいの重度軽度を問わず、住む場
所を決めるサービスと個々のニーズにあったケアを受けるサービスを分けて考える SLのように、
一人暮らしや結婚生活などサービスの選択や自己決定を可能とするには、今後 GHに代わる新た
なサービスを構築していくことも必要となってくるであろう。必ずしも GHやケアホームは地域
生活の最終型ではなく、自らが住む場所を選択し、必要なケアやサービスをその場所で受け、日
常生活を自らのコントロールのもとにおき暮らすこと、つまり自立生活を支えていくためには、
GHのあり方について改めて問い直す必要があり、GH等において「より選択できる要素」を拡
充することが求められ、サービスの質の向上を確立していくことが重要となってくる。
今回の調査において、将来高齢者になった時どこで生活するかという質問に対して、南高愛隣
会においては結婚生活やパートナーとの生活を送っている利用者が約１割存在していることがわ
かった。これは、いち早く脱施設化を進めてきた成果であり、これまでのサポート体制や実践に
おいて、自身の望む生活を実現した事例があるからこそ、それが次の人たちの可能性や希望につ
ながっていること、食事や入浴の自由を望むのみではなく、自身の本当のニーズに気づくきっか
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けに繋がっていることが考えられる。このような先駆的な法人の取り組みをあしがかりとして、
知的障がい者本人の希望を尊重し、選択肢の幅をひろげ、サービスを提供していくことができれ
ば、さらに生活の向上を図ることができるであろう。
２）「どこで誰と生活するか」をどのように支援していくか
障害者権利条約では、居住地の選択、誰と生活するかを選択する機会を特定の居住移設で生活
する義務を負わないことを明確に規定している。日常生活を自らのコントロールのもとにおき暮
らすことが自立生活とするならば、「どこで誰と生活するか」を自分で選択しコントロールする
こと、自己決定の機会があることや、そのプロセスに自らが関わっていることそのものも、生活
の満足度に影響するのではないだろうか。実際には、「就職できなくても地域で生活したい」と
いう声があるわけだが、そのような実状も含めて考えた時、住まいの場を支援するためには、単
に物理的な環境だけが確保されるのみでなく、住まいを拠点として日常生活を保障する様々な支
援が必要であり、住宅の確保、就労支援、所得保障、在宅で受けられるケアや相談、移動手段、
権利擁護等にも目を向けたさらなるサービス展開が必要となってくるであろう。
また、調査の結果から、南高愛隣会において、現在のところ「どこで生活するか」のほうが「誰
と生活するか」に比べて現在の満足度が高い傾向にあることがわかり、現状において、他者との
生活になじまない利用者も多く存在すること、「誰と生活するか」を選択することはできても実
現に至るには、課題も多いことが推察できる。イギリスの SLと GHの比較研究では、「どこで
誰と生活するか」ということの選択肢は SLのほうが高いことが示唆されているが、（Emerson E.
ら２００１）イギリスにおける SLの研究においては、「どこで生活するか」ということへのサポー
トについては選択肢も多く、より具体的、実践的であるのに対し、「誰と生活するか」について
は、筆者が集した限りにおいては具体的なものとして確立されていないことが SLの課題である
（横山ら２０１６）。「どこで生活するか」については、個を尊重したうえで物理的環境や生活の条
件、それをサポートする制度などのハード面を整備することが方策の柱となる。しかし、「誰と
生活するか」に関しては、結婚生活を望む場合でいえば、パートナーと出会う場の有無、つまり
機会の保障が一つの方策となり、障がいをもつ人たちへの機会の平等が課題となる。さらに、結
婚生活となると個人の意志のみでは成り立たないこともあり、機会をつくることは可能であって
も、機会の提供にとどまりがちであるという現状もうかがえる。また、親や家族と暮らすことを
望んでいる場合、将来親なきあとの生活への不安や心配から、家族の意志が複雑に絡まっている
ことが推察され、社会的に自立することだけでなく、親なき後の生活の場を施設に求めざるを得
ない現実と向き合うこともあり、家族との暮らしでもない、施設での生活でもない GHが中間的
な住まい方となっていることの必然性も否定はできないであろう。しかし、これまで述べてきた
ように、今後はその中間的な住まい方とも違う新たな住まい方を提案していくこと、それを具現
化していく方法として、SLの考え方は重要になってくるであろう。
３）将来を見据えたサポートの必要性
将来、どこでどのような生活をしたいかという質問の結果からもわかるように、３０歳代～４０歳
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代を中心に構成されている調査対象者が、今後歳をとっても、結婚やパートナーとの生活を希望
している。６０歳代を高齢とした場合、歳をとった時どのように生活していたいかということにつ
いて個々にどのような意見を持っているか、その声に耳を傾けながら、１０～２０年後を視野に入れ
たサポートをしていくことが必要である。そこには生活の管理ではなくこれからの生活、自己実
現に向けて個別的に生活を支援するパーソナルアシスタンス制度を取り入れていくこと、支援を
受けながら意思決定していくためにアドバイスする専門職の存在や、実現するためのサポート体
制の確立が不可欠となってくるであろう。SLのように、障がいの程度を問わず、本人の希望に
できるだけそった生活への選択肢をどれだけ提供できるか、なおかつそれらを尊重することがで
きているか、いかにサービスが実践されているかをチェックし評価するシステムが今、求められ
ているのではないだろうか。
Kinsella P.（１９９３ｂ）は、「GHは普通の生活でない。生活としては、ベストではなくベターであ
る」と結論付けているが、現在 GHで生活していても、知的障がい者にとって、それが地域生活
のゴールではない、ということであろう。「ごく普通の生活」を考えた時、知的障がい者のニー
ズは現状それにとどまることなく、多岐にわたっており、自由記述を見ると、例えば「将来に向
かっていずれは家庭をもっていきたいので、その時のためにも GHで暮らしてみたい」、という
声や、「一人になって、自分の力を試してみたい」「グループホームを出たいと思っている。理由
は一人暮らしをして、いずれは結婚したいと思っているから」という願いをもっている人は少な
くない。個々のライフステージにおいてこのような希望が出てくることはごく当たり前のことで
あり、むしろ GHでの生活をスタートと考え、その生活の先にある単身生活や結婚生活、家族と
の生活を展開していくこと、つまり、GHでの生活を通過点として捉え、一人ひとりの声に耳を
傾けることが、その豊かな地域生活を実現していく第一歩となるであろう。今、改めて「どこで
誰と生活するか」を「障がいのある人の権利」と念頭に置き、住む場所や誰と生活するかを自ら
選択して生活できるように支援すること、その生活を実現するために必要となるサービスを住む
場所に限らず受ける仕組みや、消費者としての主体性をもち、対等な人間関係のうえにサービス
をうけることを法的に位置づけるという意味においても、パーソナルアシスタント制度やダイレ
クトペイメントを確立していくことは、これからの社会や行政の重要な課題ということになるで
あろう。
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